
 
 

 
  

総合統計書に関する検討会報告書 

平成 26 年 11 月 28 日 

総合統計書に関する検討会 



 
 

はじめに 

 

総務省統計局では、「日本統計年鑑」をはじめとし、「日本の統計」、「世界の統計」、

「Statistical Handbook of Japan」、「社会生活統計指標－都道府県の指標－」、「統

計でみる都道府県のすがた」、「統計でみる市区町村のすがた」、「ＰＳＩ（ポケット統

計情報）」といった様々な総合統計書を刊行し、ユーザーに対し情報提供を行ってい

る。 

 平成 26 年３月に閣議決定された、「公的統計の整備に関する基本的な計画（第Ⅱ期

基本計画）」（注）において、経済・社会の環境変化への的確な対応をすべく、環境やニ

ーズの変化に対応した統計の作成及び提供の推進等が言及されていることから、総合

統計書においても、環境やニーズの変化に対応した提供の充実や利便性の向上などを

考慮し整備していくべきではないかと考え、有識者を交えた検討会を行うこととした。 

 以上のことを踏まえ、第１回総合統計書に関する検討会を平成 26 年６月 25 日に開

催し、平成 26 年 11 月 28 日までに全４回の検討会を開催した。 

 

（注）公的統計の整備に関する基本的な計画（第Ⅱ期基本計画）は、第 I 期基本計画における重要な目標で

ある「統計の有用性の確保・向上」の達成を引き続き目指し、統計の体系的整備を推進するため、(1)統計相

互の整合性の確保・向上、(2)国際比較可能性の確保・向上、(3)経済・社会の環境変化への的確な対応、(4)

正確かつ効率的な統計作成の推進、(5)統計データのオープン化・統計作成過程の透明化の推進、の 5 つの

視点に重点を置いた各種施策に取り組むこととしたもの。 
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１ 国民に対する情報提供の充実について 

総合統計書の電子媒体の活用 

   ①総合統計書のバックナンバー全てを保管しておくには、大学や公共の図書館等において

保管スペースの問題が生じているとのことから、「日本統計年鑑」、「日本の統計」及び「世

界の統計」について、2009 年版以降の報告書をホームページに掲載する。 

②総合統計書（「Statistical Handbook of Japan」を除く）に掲載している全てのデータ

を、データベース化（以下、「ＤＢ化」という）し、平成 30 年１月に予定される次期政

府統計共同利用システム運用開始に合わせ、平成 29 年度版より整備を開始する。以降、

過去の分を含め順次ＤＢ化を行い e-Stat に掲載する。 

③上記②のＤＢ化に伴い、紙媒体の提供は廃止を含め取り扱いを検討する。 

ただし、「日本統計年鑑」、「Statistical Handbook of Japan」及び「ＰＳＩ（ポケット

統計情報）」については、以下の事由から引き続き紙媒体での提供を行う。 

・「日本統計年鑑」は、昭和 24 年に第１回が刊行され、平成 27 年版まで 64 回刊行して

いる、前身である、「日本帝国統計年鑑」（明治 15 年創刊、全 59 回）も加えると通算

123 回刊行しており、歴史的資料に相当するため。 

・「Statistical Handbook of Japan」は、我が国の現在の状況を統計表、グラフ、地図

及び写真を交え海外諸国に英文で紹介するというコンセプトの下、刊行しているため。 

・「ＰＳＩ（ポケット統計情報）」は、各都道府県の登録調査員が調査活動の際の資料と

しており、各都道府県からの作成要望があるため。 

   ④「日本統計年鑑」（第１回以降）及び「日本帝国統計年鑑」（全 59 回）の電子書籍での提

供について検討を続ける。                     

（参考 1参照） 

２ 総合統計書の整合性について 

（１）章構成の見直し 

   ①「日本統計年鑑」の章構成を、経済・社会の環境変化に対応させ、６つの部に整理した

上、現行の 27 章から 30 章に変更する。 

             （参考２－１参照） 

   ②上記①に準じ、「社会・人口統計体系」を除く総合統計書の章構成を「日本統計年鑑」の

章に原則として合わせる。                   

（参考２－２参照） 

（２）総合統計書間の関係整理 

   ①原則として、「日本統計年鑑」は全国版のデータを掲載し、「社会・人口統計体系」には、

検討結果 
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都道府県及び市区町村のデータを掲載する。  

          （参考２－３参照） 

②例外として、以下の都道府県データについては、引き続き「日本統計年鑑」に掲載する。 

・長期の時系列で整備されているデータ。 

・「日本統計年鑑」と「社会・人口統計体系」において、同一と思われる項目であっても、

資料源や加工方法が異なるもの。 

    ・ホームページでのアクセス件数の多いデータ。 

③「日本の統計」は「日本統計年鑑」のダイジェスト版とする。 

「日本の統計」のみに掲載されている表を「日本統計年鑑」にも掲載する。 

    なお、「ＰＳＩ（ポケット統計情報）」の「６景況」については、「日本統計年鑑」の「主

要指標」への掲載について検討する。 

   ④「世界の統計」及び「Statistical Handbook of Japan」についての位置付けは現行のと

おりとするが、「Statistical Handbook of Japan」については、国際情勢に対応した情

報を、様々なチャンネルを積極的に取り入れながら、海外に対し統計を通じた我が国の

紹介を引き続き発信する。 

（３）その他 

    「日本統計年鑑」では、同じ種類の項目が章をまたいで掲載されている現状がある

ことから、章内の表について該当する章への整理を行う。「日本の統計」及び「ＰＳ

Ｉ（ポケット統計情報）」についても、「日本統計年鑑」に合わせて同様に整理を行

う。 

３ 社会・人口統計体系について 

（１）社会・人口統計体系報告書の構成の見直し 

   ①現行の３分冊（「社会生活統計指標－都道府県の指標－」、「統計でみる都道府県のすがた」、

「統計でみる市区町村のすがた」）を、解説編とデータ編の２分冊に変更し刊行する。 

    解説編には、「社会・人口統計体系」の概要、基礎データの説明、e-Stat を用いたデー

タ加工の仕方等を掲載する。 

    データ編には、代表的な基礎データ、都道府県の指標データ及び市区町村の指標データ

を掲載する。具体的には、ユーザーの関心度の高いもの、トピック的な物を中心とし編

纂し、長期にわたり変動の少ないものや、時代のニーズにそぐわないものなどの精査を

行う。                            

（参考３－１参照） 

   ②上記①の変更に伴い、身近でわかりやすいタイトルに、冊子の名称を変更する。 
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（２）社会・人口統計体系の項目の見直し 

   ①13 分野の体系は現行のままとし、社会情勢の変化に対応した項目の見直しを引き続き実

施する。                            

（参考３－２参照） 

   ②上記①の項目の見直しに当たり、定期的に地方公共団体等に向けたアンケートを実施す

る。 

（３）その他 

    e-Stat 及び統計局ホームページで掲載している「社会・人口統計体系」のエクセル

表の空白行を取り除く等、ユーザーが利用しやすいよう修正を行う。 

 

４ 今後の課題 

① 全ての総合統計書（「Statistical Handbook of Japan」を除く）のバックナンバーのＤ

Ｂ化に関しては、過去データの遡及状況を勘案し、掲載する必要性について検討する。 

②各総合統計書に記載されている脚注及び統計表中の記号などのメタデータのＤＢへの収

録については、現行の e-Stat では行うことができないことから、次期政府統計共同利用

システム運用での調整が必要である。 

③「Statistical Handbook of Japan」のＤＢ化について、引き続き検討を行う。 

④「ＰＳＩ（ポケット統計情報）」について、「アプリＤｅ統計」と連携を行うと共に、掲

載内容についても検討を行う。 

⑤「日本の長期統計系列」については、平成 23 年度から更新を停止しているが、時系列で

の提供は唯一であることから、今後の整備について検討を行う。 

⑥総合統計書の利用を促進するための方策として、環境やニーズの変化に対応した提供の充

実や利便性の向上などについて、引き続き検討を行う。 
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総合統計書に関する検討会の開催について 

 
 
 
 
 
 
１ 目的 
  統計局では、日本統計年鑑を始めとした複数の総合統計書を編集・刊行してい

るところであるが、国民に対する統計情報の提供の充実を更に図ることを目的と

して、総合統計書に関する検討会（以下「検討会」という。）を開催する。 
 
２ 検討事項 
 （１）国民に対する情報提供の充実の方策について 
 （２）API 機能（注）への対応について 
 （３）総合統計書の相互の整合性について 
（４）その他 
（注）統計データを、プログラムが自動で取得できるようにするために、機械が判読可能な形式で提供する機能。

「Application Programming Interface」の略称。 

 
３ 構成員 
 （１）検討会の構成員は別紙のとおりとする。 
 （２）必要に応じ、審議協力者として、統計局統計情報システム課長が指名する

構成員以外の者の参加を求めることができる。 
 
４ 開催 
  年数回開催 
 
５ 運営 
  検討会の庶務は、統計局統計情報システム課統計情報企画室において処理する。 

  

平 成 2 6 年 ５ 月 2 9 日 
統 計 局 統 計 情 報 シ ス テ ム 課 
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総合統計書に関する検討会の構成員 

 
（敬称略・◎は座長） 

 ◎大林 千一    帝京大学経済学部教授 

  川上 和久    明治学院大学法学部教授 

  廣松 毅     情報セキュリティ大学院大学情報セキュリティ研究科教授 

  渡辺 美智子   慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授 

   

  その他、統計局統計情報システム課長が指名する者 
 
オブザーバー 
 
  吉井 敏一    東京都総務局統計部調整課長 
 
  小林 良行    独立行政法人統計センター 統計情報・技術指導官 
 
  羽渕 達志         〃       統計情報・技術部アドバイザー 
  

別紙 
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検討スケジュール 
 
第 1 回検討会 平成 26 年 6 月 25 日（水）16:00～ 
議事 
 （１）総合統計書に関する検討会設置について 
 （２）総合統計書の現状の概要について 
 （３）今後の進め方について 
 
第 2 回検討会 平成 26 年７月 23 日（水）16:00～ 
議事 
 （１）国民に対する情報提供の方策について 
 （２）その他 
 
第 3 回検討会 平成 26 年９月 4 日（木）14:00～ 
 （１）総合統計書の整合性について 
 （２）社会・人口統計体系の提供方法について 
 （３）その他 
 
第 4 回検討会 平成 26 年 11 月 28 日（金）16:00～ 
 （１）総合統計書に関する検討会報告 
 （２）その他 
 



「日本統計年鑑」等の電子媒体化について

（参考）「日本統計年鑑等」の公開状況

・ホームページで、第61回から第64回までの４年分をEXCEL形式で掲載（一部PDF形式）

・統計図書館において、「日本統計年鑑」（第１回から第64回）と「日本帝国統計年鑑」（第１回

から第58回）の書籍が閲覧可能

過去の書籍もPDF化して掲載

○第２回総合統計書に関する検討会における意見

・ 単純なPDF化ではなく、検索もできるもの。

・ 電子図書システムでの利用に適したもの。

１．原稿をOCR入力しテキストデータ化

２．テキストデータをPDF（テキストデータ含む）及びエクセル化

３．電子書籍版とエクセル表として国民に提供

○問題点

・過去のデータの遡及が困難（エクセル表を提供する場合の問題）

→公開に当たり、数値は発表時点のものと記載する。

・電子書籍データの容量の問題（PDF→1GB/冊、PDF＋ﾃｷｽﾄ→1.5GB/冊）

→当面一部を公開とする（サーバ機器更改時に増強または外部機器を利用）

（総合統計書の見直しのたたき台）

「日本統計年鑑」 OCR入力 テキストデータ化

電子書籍化

エクセル化

必要な情報を

・容易に検索可能

・拡大表示が可能

・ユーザーによ

る集計が可能

「日本統計年鑑」等の電子媒体化の方向性（案）

参考１



○「公的統計の整備に関する ○国際連合「United Nations ○「日本標準産業分類」
基本計画」  Statistical Yearbook」

　

1 国土・気象 1 国土・気象

2 人口・世帯 2 人口・世帯

3 国民経済計算 3 国民経済計算

4 通貨・資金循環 4 通貨・資金循環

5 財政 移動 5 財政

6 企業活動 6 貿易・国際収支・国際協力

7 農林水産業 7 企業活動

8 鉱工業 8 農林水産業

9 建設業 9 鉱工業

10 エネルギー・水 10 建設業

11 情報通信・科学技術 分割 11 サービス産業

12 運輸・観光 12 エネルギー・水

13 商業・サービス業 13 情報通信

14 金融・保険 14 運輸・観光

15 貿易・国際収支・国際協力 15 卸売業・小売業

16 労働・賃金 16 金融・保険

17 物価・地価 17 環境

18 住宅・土地 18 科学技術

19 家計 19 労働・賃金

20 社会保障 20 物価・地価

21 保健衛生 21 住宅・土地

22 教育 22 家計

23 文化 23 社会保障

24 公務員・選挙 24 保健衛生

25 司法・警察 25 教育

26 環境・災害・事故 26 文化

27 国際統計 27 公務員・選挙

28 司法・警察

29 災害・事故

Ⅵ 30 国際統計

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

章 章

[第65回「日本統計年鑑」章構成のポイント]

「日本統計年鑑」の章の見直しについて

現行 見直し（案）

章構成を

見直し

【章の見直し(案)】

過去の見直しとの関連性やユーザーの
利便性を考慮し，構成は大きく変更し
ない

上記３つを参考に

「６つの部」に整理

-Ⅰ 自然・人口 -

国の最も基本的，自
然的事項で構成

-Ⅱ 経済活動 -

日本経済の概観
を捉えることが
できる経済的指
標で構成

-Ⅲ 企業 -

企業活動を

産業横断的

に構成

-Ⅳ 世帯 -

世帯事項を

中心に構成

-Ⅴ 社会 -

国民生活事項

を中心に構成

-Ⅵ 国際 -

国際統計

参考２－１



章 日本統計年鑑 日本の統計 世界の統計 ポケット統計情報
Statistical Handbook of
Japan

1 国土・気象 国土・気象 地理・気象 国土 国土・気候

2 人口・世帯 人口・世帯 人口 人口・世帯 人口

3 国民経済計算 国民経済計算 国民経済計算 国民経済計算 経済

4 通貨・資金循環 通貨・資金循環 農林水産業 金融 財政・金融

5 財政 財政 鉱工業 財政 農林水産

6 企業活動 企業活動 エネルギー 景況 製造・建設

7 農林水産業 農林水産業 科学技術・情報通信 企業経営 エネルギー

8 鉱工業 鉱工業 運輸 農林水産業 科学技術・情報通信

9 建設業 建設業 貿易 鉱工業 運輸

10 エネルギー・水 エネルギー・水 国際収支・金融・財政 エネルギー需給 商業

11 情報通信・科学技術 情報通信・科学技術 国際開発援助 情報通信・科学技術 貿易・国際収支・国際協力

12 運輸・観光 運輸・観光 労働・賃金 運輸 労働

13 商業・サービス業 商業・サービス業 物価・家計 商業・サービス業 家計・物価

14 金融・保険 金融・保険 国民生活・社会保障 貿易・国際収支・国際協力 環境・生活

15 貿易・国際収支・国際協力 貿易・国際収支・国際協力 教育・文化 労働・賃金 社会保障・保健・衛生

16 労働・賃金 労働・賃金 環境 物価・地価 教育・文化

17 物価・地価 物価・地価 住宅・土地 統治機構

18 住宅・土地 住宅・土地 家計

19 家計 家計 社会保障

20 社会保障 社会保障 保健衛生

21 保健衛生 保健衛生 教育

22 教育 教育 文化

23 文化 文化 犯罪

24 公務員・選挙 公務員・選挙 環境

25 司法・警察 司法・警察 災害・事故

26 環境・災害・事故 環境・災害・事故 国際統計

27 国際統計

総合統計書の章（分野）対照表

参考２－２



「日本統計年鑑」と「社会・人口統計体系」の位置付け

○「日本統計年鑑」に全国，「社会・人口統計体系」に都道府県のデータを収録

・「日本統計年鑑」（以下「年鑑」という）と「社会・人口統計体系」（以下「SSDS」という）の相互で、同じ項目が様々な形で点在しているため以下

の条件のもと、それぞれの掲載内容についてデータベースへ移行するとともに、必要な項目について冊子への掲載を行なう。

１．「年鑑」の表中の項目が「SSDS」にも掲載されているもの
「年鑑」から削除
（「SSDS」のみ掲載）

「年鑑」に継続して掲載
（「SSDS」にも掲載）

「SSDS」に移行
（「年鑑」から削除）

３．上記１、２に該当するが、例外とするもの

２．「年鑑」の表中の項目が「SSDS」には掲載されていないもの

参考２－３

１ 「SSDS」になじまないもの

・「年鑑」の時系列が長期である
例：２－３都道府県別人口

（大正9年より掲載、「SSDS」は昭和51年以降が対象）

・「年鑑」と「SSDS」の資料源が異なる
例：７－３都道府県、専業・兼業別農家数及び農業地域別農家人口（販売農家）

（農業構造動態調査報告書が情報源、「SSDS」は農林業センサスが情報源）

２ ユーザーニーズが高いもの

５年分のアクセス件数を調べ、「全ての表の上位50位まで」及び「章ごとに件数の高いもの」とする。

例外として「年鑑」に都道府県表の掲載を続けるもの



「社会・人口統計体系」の冊子の構成変更

参考３－１

○ 「社会・人口統計体系」は、すでにデータベースが整備されている。
→ 冊子の利用者もいることから、即廃刊とはせず、データベースを有効に

活用してもらうための導入部分として整備を行なう。

・「解説編」と「データ編」の２分冊に集約

・時代のニーズにあった項目を中心に掲載を行い、それ以

外の項目は削除して冊子をスリム化する。

・より詳細な項目等について、データベースの利用を案内

データ編 解説編

・都道府県、市区町村の

基礎データと指標を掲載

・時代のニーズにあった

データを中心に掲載

・トピック

・データ編の読み方

・データベースの利用方法

e‐Stat

（「SSDS」)

・「社会生活統計指標

－都道府県の指標－」

・「統計でみる都道府県のすがた」

・「統計でみる市区町村のすがた」

e‐Stat

（「SSDS」)

＜３分冊＞ ＜２分冊＞



「日本統計年鑑」から移行するデータの受け皿について

○既存の１３分野に追加や変更は行わず、分野内の項目追加で対応する

○ 移行に当たっての考え方
　１．どの分野、分類に該当するか個別に精査し、新規項目を追加
　２．移行する全てのデータは、データベースに掲載

（収録分野）

A 人 口 ・ 世 帯 H 居 住

B 自 然 環 境 I 健 康 ・ 医 療

C 経 済 基 盤 J  福祉・社会保障

D 行 政 基 盤 K 安 全

E 教 育 L 家 計

F 労 働 M 生 活 時 間

G 文化・スポーツ （１３分野）

「社会・人口統計体系」の分野で分類

参考３－２

「日本統計年鑑」に収録されている都道府県データ

A 人 口 ・ 世 帯 M 生 活 時 間・ ・ ・ ・ ・・・・・・・・・・・・

新規項目 新規項目

e‐Stat
「社会生活統計指標

－都道府県の指標－」

（移行の流れ）


